
1． 重要な会計方針
(1)   有価証券の評価基準及び評価方法について

満期保有目的の債券‐‐‐‐‐‐‐‐償却原価法（定額法）を採用している。
(2)   棚卸資産の評価基準及び評価方法について

棚卸刊行物等‐‐‐‐‐‐‐‐先入先出法による原価法を採用している。
(3)   固定資産の減価償却について

・平成19年3月31日以前取得‐‐‐‐‐‐‐‐旧定率法を採用している。
・平成19年3月31日後取得‐‐‐‐‐‐‐‐次の償却方法を採用している。　　
　　　　　　　　　　　　建物‐‐‐‐‐‐‐‐定額法
　　　　　　　　　　　　建物附属設備、教育研究設備、什器備品‐‐‐‐‐‐‐‐ 定率法

(4)   引当金の計上基準について
退職給付引当金‐‐‐‐‐‐‐‐従業員の退職金の支給に備えるため、期末において従業員
の全員が自己都合によって退職したと仮定した場合における要支給額に、定年退職者を考慮した
額を期末引当金として設定している。
役員退職慰労引当金‐‐‐‐‐‐‐‐役員の退職慰労金内規は、当期において廃止になったため
役員退職慰労引当金は設定していない。
未回収債権引当金‐‐‐‐‐‐‐‐未回収債権の貸倒れによる損失の発生に備えるため、実態に応じた
見積額を計上している。

(5)  消費税等の会計処理
消費税等の会計処理‐‐‐‐‐‐‐‐税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減及びその残高
基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。

                                                                      （単位：円）
科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基 本 財 産
一 般 基 金

   国                        債 40,000,000 0 0 40,000,000
   土                        地 42,470,773 0 0 42,470,773

森 沢 基 金
   国                        債 80,000,000 0 0 80,000,000

小　　計 162,470,773 0 0 162,470,773

特 定 資 産
建　　　　　 　　 　　　　物 489,848,858 0 0 489,848,858

                減  価  償  却  累  計  額 △ 281,120,102 △ 9,345,401 0 △ 290,465,503
退職給付引当特定資産 30,667,299 4,302,854 0 34,970,153
役員退職引当特定資産 22,647,990 0 22,647,990 0

固定資産等取得修繕積立特定資産 90,564,900 4,000,000 7,000,000 87,564,900
小　　計 352,608,945 △ 1,042,547 29,647,990 321,918,408

合  　　　　  計 515,079,718 △ 1,042,547 29,647,990 484,389,181

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　　目
当期末残高

（内指定正味財産
からの充当額）

（内一般正味財産
からの充当額）

（内負債に対応す
る額）

基 本 財 産
一 般 基 金

   国                        債 40,000,000 － (40,000,000) －
   土                        地 42,470,773 － (42,470,773) －

森 沢 基 金
   国                        債 80,000,000 － (80,000,000) －

小　　計 162,470,773 － (162,470,773) －

特 定 資 産
建　　　　　 　　 　　　　物 489,848,858 (282,899,600) (206,949,258) －

                減  価  償  却  累  計  額 △ 290,465,503 （△177,808,573) （△112,656,930） －
退職給付引当特定資産 34,970,153 － － (34,970,153)
役員退職引当特定資産 0 － 0 0

固定資産等取得修繕積立特定資産 87,564,900 － (87,564,900) －
小　　計 321,918,408 (105,091,027) (181,857,228) (34,970,153)

合  　　　　  計 484,389,181 (105,091,027) (344,328,001) (34,970,153)

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記



４．担保に供している資産
担保に供している資産はない。

５．保証債務等の偶発債務
平成23年3月31日において、本協会は偶発債務を負っていない。

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

 （単位：円）
科　　　　　　目 帳簿価額 時 価 評価損益

長期国債第232回 40,000,000 40,096,000 96,000
長期国債第233回 20,000,000 20,056,000 56,000
長期国債第239回 20,000,000 20,300,280 300,280
長期国債第245回 10,000,000 10,124,430 124,430
長期国債第284回 30,000,000 31,878,000 1,878,000

合  　　　　  計 120,000,000 122,454,710 2,454,710

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
内　　　　　容 金 　　　額

経常収益への振替額
　減価償却費計上による振替額 4,955,342

合  　　　　  計 4,955,342

８．森沢基金運用特別会計
 基本財産に含まれている8千万円については、総会の決議により森沢基金として確保され、その運用
 益ないし果実の使途は当協会事業の目的（技術振興、技術開発等）に沿って運用することとなっている。

９．関連当事者との取引内容
関連当事者との取引はない。

１０．重要な後発事象
重要な後発事象として記載すべきものはない。


